
　市では、既に税の一部滞納者に対し、行政サービス制限を行なっていますが、今後さらに市税の納付に対する意識の高
揚を図り、税負担の公平性を確保するため、全体的な制度を定める条例を施行します。
　この制度では、既に実施している15事業に加え、新たに23事業が制限の対象となります。

行政サービス制限制度を7月1日から開始

問い合わせ 〈制度に関すること〉	 滞納債権対策課　☎ 65‐0753　  63‐4574
〈事業の制限に関すること〉	各事業担当課

■制限の対象としない事業……… 市民生活に著しく影響を及ぼす事業
■制限の対象としない方………… 地方税法による徴収猶予承認の方又は同等の方など
　指定された正規の納期内に納付いただくことについて一層のご理解とご協力をお願いします。

補助金等の給付等 貸付、融資等

生ごみ処理容器等設置補助金交付事業 生活環境課 ● 小規模企業者小口簡易資金貸付事業 商工観光課

● 特定不妊治療費助成事業 保健介護課 陶業後継者育成修学資金貸与事業 特区推進室

地域特産品開発事業補助金交付事業 商工観光課 看護職員修学資金等貸与事業 信楽中央病院

● 新産業創出支援施策補助金交付事業 商工観光課 財産の使用、許可等

● 技能取得訓練受講補助金交付事業 商工観光課 普通財産及び行政財産の目的外の貸付 財 政 課

商業育成制度資金利子補給金交付事業 商工観光課 普通財産及び行政財産の目的外の使用許可 財 政 課

空き店舗活用事業補助金交付事業 商工観光課 ● 市営住宅入居許可 住宅建築課

家庭薬新規拡張資金利子補給金交付事業 商工観光課 市営住宅の駐車場使用許可 住宅建築課

配置販売業振興奨励金交付事業 商工観光課 市営住宅敷地内の目的外使用許可 住宅建築課

街なみ環境修景整備事業補助金交付事業 商工観光課 市営住宅入居承継承認申請許可 住宅建築課

狩猟免許取得支援補助金交付事業 農業振興課 工事、物品納品納入等の競争入札参加資格の付与

野菜ビニールハウス設置事業補助金交付事業 農業振興課 ● 請負、業務委託等の競争入札参加資格 契約検査課

農業経営展開支援リース補助金交付事業 農業振興課 ● 物品等の購入、製造、借上げ等の競争入札参加資格 契約検査課

国際陶芸産業都市特区事業 特区推進室 ● 役務の提供等の競争入札参加資格 契約検査課

● 木造住宅耐震・バリアフリー改修等事業補助金交付事業 住宅建築課 その他

既存民間建築物耐震診断補助金交付事業 住宅建築課 ● 公の施設に係る指定管理者の指定 行政改革推進室

木造住宅耐震診断員派遣事業 住宅建築課 市有財産の売払い及び譲渡 財 政 課

● 同和地区水洗化促進補助金交付事業 下水道管理課 ● 一般廃棄物処理業の許可 生活環境課

浄化槽設置整備事業補助金交付事業 下水道管理課 ● 浄化槽清掃業の許可 生活環境課

下水道受益者負担金・分担金の一括納付報奨金 下水道管理課 ● 下水道排水設備指定工事店指定 下水道管理課

● 水洗便所改造等資金融資あっせん事業 下水道管理課

納税の再認識と負担の公平性の確保のために

■制度の内容… …………… �行政サービス制限の措置（市民税、固定資産税、軽自動車税の滞納者に対する一部の行政
サービスの制限）

■制限の対象とする事業　●印は既に制限している事業です。
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